
明
治
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五
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日
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〇
財

務

省

農
林
水
産
省

経
済
産
業
省
告
示
第
九
号

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
二
十
二
条
第
三
項
及
び
産
業
活
力
の
再
生

及
び
産
業
活
動
の
革
新
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
令
（
平
成
十
一
年
政
令
第
二
百
五
十
八
号
）
第
九
条
の
規
定
に
よ

り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
指
定
金
融
機
関
が
危
機
対
応
業
務
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
旨

の
認
定
を
行
い
、
危
機
対
応
業
務
及
び
危
機
対
応
円
滑
化
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
た
の
で
、
平
成
二

十
四
年
四
月
財

務

省

農
林
水
産
省

経
済
産
業
省
告
示
第
六
号
の
全
部
を
次
の
と
お
り
改
正
し
、
告
示
す
る
。

平
成
二
十
四
年
八
月
十
五
日

財
務
大
臣

安
住

淳

農
林
水
産
大
臣

郡
司

彰

経
済
産
業
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

細
野

志

目
次第

一
章

対
象
事
案
及
び
実
施
期
間
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章

東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
事
案
（
第
三
条
e

第
八
条
）

第
三
章

災
害
等
に
係
る
事
案
（
第
九
条
e

第
十
三
条
）

第
四
章

雑
則
（
第
十
四
条
e

第
十
六
条
）

第
一
章

対
象
事
案
及
び
実
施
期
間

（
対
象
と
す
べ
き
事
案
）

第
一
条

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
七
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
二
十
二
条

第
一
項
に
規
定
す
る
危
機
対
応
業
務
及
び
危
機
対
応
円
滑
化
業
務
の
対
象
と
す
べ
き
事
案
は
、
次
に
定
め
る
も
の
と

す
る
。

一

法
第
十
一
条
第
一
項
各
号
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
た
め
に
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
（
以
下
「
公
庫
」

と
い
う
。）が
設
置
す
る
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
特
別
相
談
窓
口
に
係
る
事
案
（
以
下
「
東
日
本
大
震
災
に
関
す

る
事
案
」
と
い
う
。）

二

法
第
十
一
条
第
一
項
各
号
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
た
め
に
公
庫
が
設
置
す
る
次
の
相
談
窓
口
に
係
る
事
案

イ

災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
二
条
の
災
害
に
関
す
る
特
別
相
談
窓
口

ロ

霧
島
山
（
新
燃
岳
）
噴
火
に
関
す
る
特
別
相
談
窓
口

ハ

平
成
二
十
四
年
六
月
八
日
か
ら
七
月
二
十
三
日
ま
で
の
間
の
豪
雨
及
び
暴
風
雨
に
よ
る
災
害
に
関
す
る
特
別

相
談
窓
口

三

法
第
十
一
条
第
一
項
各
号
に
規
定
す
る
業
務
を
行
う
た
め
に
公
庫
が
設
置
す
る
次
の
相
談
窓
口
に
係
る
事
案

イ

「
生
活
対
策
」
中
小
企
業
金
融
緊
急
特
別
相
談
窓
口

ロ

円
高
等
対
策
特
別
相
談
窓
口

ハ

日
本
振
興
銀
行
株
式
会
社
関
連
特
別
相
談
窓
口

ニ

株
式
会
社
武
富
士
関
連
特
別
相
談
窓
口

ホ

平
成
二
十
三
年
タ
イ
洪
水
被
害
に
関
す
る
特
別
相
談
窓
口

ヘ

エ
ル
ピ
ー
ダ
メ
モ
リ
株
式
会
社
関
連
特
別
相
談
窓
口

（
実
施
期
間
）

第
二
条

法
第
二
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
危
機
対
応
業
務
及
び
危
機
対
応
円
滑
化
業
務
と
し
て
実
施
す
る
期
間
に

つ
い
て
は
、
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
産
業
活
力
の
再
生
及
び
産
業
活
動
の
革
新
に

関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
十
一
号
。
以
下
「
産
活
法
」
と
い
う
。）第
二
十
四
条
の
二
第
一
項

に
規
定
す
る
指
定
金
融
機
関
（
以
下
「
指
定
金
融
機
関
」
と
い
う
。）が
次
条
第
九
号
に
掲
げ
る
者
に
対
す
る
出
資
を

危
機
対
応
業
務
と
し
て
行
う
場
合
に
お
け
る
期
間
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
四
年
度
当
初
予
算
の
成
立
の
日
の
翌
日

か
ら
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と
す
る
。

〔
告

示
〕

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
二
十

二
条
第
三
項
及
び
産
業
活
力
の
再
生
及
び

産
業
活
動
の
革
新
に
関
す
る
特
別
措
置
法

施
行
令
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え

て
適
用
す
る
同
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
危

機
対
応
業
務
及
び
危
機
対
応
円
滑
化
業
務

の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
告

示
（
財
務
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
九
）

J

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

P

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
取
上
げ
処
分
、
行
旅
死

亡
人
、
漁
船
及
び
そ
の
所
有
者
の
所
在
を

尋
ね
る
公
告
関
係

N
J

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

N
K

˜
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